
1 事業の位置付け

第 5 編 第 2 章 第 1 節

款 3 項 3 目

2 事業の概要

始

終

) )

)

3 事業費

(A)

)

(B)

0

0

-
-

464

(これまでの経緯等)

全体

本庁のみで実施

265

H20年度

指定管理

個別計画等の名称

ある

上田市次世代育成支援後期行動計画

会計-款-項-目

期間

新規 継続 単年度 担当者(内線)

こども未来部

子育て・子育ち支援課担当課名

担当部名

藤沢

H16実施

上田市次世代育成支援後期行動計画

5

65-201

ない

報償費、需用費

一般会計子育て支援事業費

420

その他(

4
476336
22

その他(

　市民(一般公募)

　子育てに関する知識を全5回の講座(4回は座学、最終回は子育て支援センターでの実
地研修)で学び、修了後は子育て支援センターや子育てひろばなどで職員とともに子ど
もの見守りや保護者の話し相手、相談相手として子育て支援活動を行う。

　市民との協働による子育て支援と地域の子育て支援の気運を高める実効性のある事業
を検討する中で、学んだ知識を活かす場を自らが作り出したり見つけ出すことには負担
感が伴うため、機会と場を提供することによりその負担感を軽減し、少しでも子育て支
援に携わりたいという市民の思いに応えるため本事業を企画した。
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　活動の場が確保されていることにより、学んだ知識が自分だけの知識にとどまること
なく、地域の子育て支援に携わることにより、市民との協働による子育て支援が可能と
なるほか、住民が地域の子育て支援センターや子育てひろば事業に携わることにより、
地域住民の子育てへの関心も高められることから必要である。
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　現代の子育てにおける問題点や現状、支援方法などを学び「できる人が・できる時
に・できる範囲」で子育て家庭への支援に気軽に携われる機会と場所を提供するととも
に、地域の子育て支援の気運を高めるため「子育てサポーター」を養成する。
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4 事業の効果を得るための活動計画・実績

5 活動実績による事業の効果

6 現状の分析

7 その他

8 第１次評価(担当課による自己評価：今後の方向性)

未達成一部達成

20

有効性

施設･設備の改善

平成20年度

受益者負担
計画どおり達成

無
目的の達成状況
受益者満足度

計画以上に達成

未調査低い
未調査不明

第１次評価
の概要

検討有
公平性

多数の特定市民 少数の特定市民受益者 地域性有り

指定管理者化

民間企業・NPO等主体

市民ニーズ

全市民

現状維持 非常勤職員化

効率性 他自治体等との比較

事業を廃止した
ときの影響

高い

　一回の活動(2時間)につき交通費の実費として500円を支払っている。

必要性

指　標　名

・講座修了者数

大きい
市が実施する必要性

人

・講座修了者数

事業の必要性 現状維持
不明

高い

公平

平成21年度

小さい

同程度
低い

課題と今後の
方向性

・活動を行っていない修了者への情報提供と、活動への働きかけ。
・上田市次世代育成支援後期行動計画 において200名の修了者を目標としている。

民間等に同種有り

非該当

該当　⇒

無

市における類似
事業(担当課)

有 薄れている

市民協働の推進
事業内容の見直し

事業の効率化
期限の設定

拡大 業務委託化
縮小

　市民との協働による子育て支援の停滞。

指　標　名

　平成16年度から事業開始。平成22年度までに172人が修了。平成22年4月から12月までに活動を行っ
ている(行った)のは64人。活動場所は中央子育て支援センター、神川地区公民館、長瀬市民セン
ター、真田児童館など14箇所。

H22年度目標単位

概要

H20年度目標 H21年度目標

市民(自治会等)主体移管・譲渡

17

地域内分権推進

34

検討
調査未実施

・受講者17人(内修了者17人)。　　　累積修了者数：138人。
・活動者45人。

実　績単位 実　績

20

実　績

20

28人

縮小拡大

・受講者30人(内修了者28人)。　　　累積修了者数：121人。
・活動者34人。

　修了者に対する活動や研修情報の提供を活動を行っていない者も含めて行うことによ
り、活動者数の増加を図る。

特記事項
（留意事項等）

歳入確保
受益者負担の見直し

庁内分権推進

休止・廃止 委託･指定管理見直し

他事業と統合



9 第２次評価(行政改革推進室：今後の方向性)

非常勤職員化 市民協働の推進 歳入確保
拡大 業務委託化 事業内容の見直し 受益者負担の見直し
現状維持

縮小 指定管理者化 期限の設定 施設･設備の改善
休止・廃止 委託･指定管理見直し 事業の効率化
他事業と統合 民間企業・NPO等主体 地域内分権推進
移管・譲渡 市民(自治会等)主体 庁内分権推進

仕分けの視点 活動場所の拡大と市民協働の推進

実施目標年度 平成 24 年度 方向性 活動場所拡大の検討

第２次評価
の概要

　市民協働によるまちづくりを進める上で、このような育成事業は重要であり、今後とも
充実させるべき事業である。

　このような育成事業については、子育て支援活動にどのくらいの方にサポートしてもら
う必要があり、そのための育成者数の目標と育成計画を定めて実施する必要がある。
　
　修了者の活動の場は、地域子育て広場のサポーターが中心であるが、公民館での子育て
支援事業活動などとの連携を強め、子育てに係る関係事業を全体的に把握する中で、サ
ポーターの活動場所を広げる取り組みが必要と考える。

　子育て支援センターのサポーターとしての役割のみならず、自発的な活動に繋げられる
ような講座内容の充実についても検討が必要と考える。


